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要旨: 本研究は、感謝最大化原理と利潤最大化原理という、現代資本主義経済における市場参加者の動機づ

けに関する二つの対立的対話原理により、市場参加者のふるまい、幸福度並びにポジティブ/ネガティブ感情

が大きく異なることに着目した。そして「人を幸せにするおカネを創るワークショップ」と名付けられた協

創型ビジネスゲームを開発し、参加者にその違いを体感させ、市場原理に関する直感の気づきを支援するワ

ークショップモデルを構築した。 

 本ワークショップは 2016 年 1 月から 3 月まで計 3 回にわたり実施され、調査に協力が得られた 75 名を

対象とする調査の結果、二つの対話原理が、ありがとう最大化の通貨「エミー」ともうけ最大化の通貨「ゼ

ニー」を使ったビジネスゲームにより経験され、参加者にポジティブ/ネガティブ感情及び幸福度に有意な増

減があり、資本主義市場をめぐる対立的対話原理の直感的理解に有効なモデルであることが定量的に立証さ

れた。 

 

キーワード: 協創型ビジネスゲーム, ゼニー, エミー 

 

Abstract: This study is to develop and to construct the sensing-oriented workshop model named as 

“Workshop to Create Money for Happiness” to support participants of the co-creative business game 

emotionally feeling major differences of behaviors, subjective well-being and positive-negative feeling 

between on the session of the appreciation maximization principle and on the session of profit 
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maximization principle.       

   The authors implemented workshops three times from January to March 2016. The survey of data 

collected from 75 workshop participants proved the efficacy of the model.  Participants experienced 

these two contradictory principles of dialogue by business games using “Emmy”, the money for 

appreciation maximization and “Zeny”, the money for profit maximization with statistically significant 

changes of positive-negative feeling and subjective well-being as well as their changes of behaviors on 

sessions.        

 

Keywords: Co-creative Business Game, Zeny, Emmy 

 

1. 研究の背景と目的 

1-1. 研究の背景及び先行研究   

資本主義経済では、通貨の流通が経済活動の中心的役割を果たす。通貨の流通が日々の生活に及ぼす経済的

作用は、現代生活の大きな関心事のひとつである。そして生活者の大きな不安の源泉ともなっている 1)。そ

の不安の背景には、通貨の流通が市場経済への参加者にもたらす動機づけに関する、二つの対立的対話原理

の相克がある。二つの対立的対話原理とは、利潤最大化原理、すなわちもうけの最大化を求めて市場行動を

繰り返す行動原理、並びに感謝最大化原理、すなわち恩返しや恩送りとも呼ばれる感謝の気持ちを贈る行動

を繰り返す行動原理である (Martin 2013, 内山2015)。 

 感謝最大化原理とは、Martin (2013)及び内山 (2015)のように、利潤追求の立場を捨て、地域の内で行わ

れる社会行動に感謝の循環を起こすことで経済行為の成立と主観的幸福の向上を目指す人間の動機づけを指

す。その淵源は 20 世紀前半のフランスの文化人類学者マルセル・モースが『贈与論』の中で、ポリネシア

などで古代に発達していた、貨幣を贈与の形態のひとつとし、貨幣を感謝の気持ちを伝える最大の道具とし

て使う社会を、利潤最大化を経済社会の行動原理とする近代資本主義による社会行動とは全く異なるものと

位置づけ、「わたくしたちの貨幣形態に先立つ別の貨幣形態」があり、「名声のお金」「人々が譲り渡すのは財

物であると同時に、富であり、運でもある」(マルセル・モース 2014: 152, 280-293) と描写したことにある。

その後、ポリネシアなど当時未開とされた社会でモースが発見した、感謝を最大化する貨幣の使用行動への

視点は、近代資本主義に代わる貨幣・金融構造の構築を試みた 20 世紀前半の経済学者カール・ポランニー 

(1975)、及びデリダなどのフランスのポスト構造主義の哲学 (荻野 2005) に主として継承された。さらに、

貨幣を使用し利潤を追求することによる経済合理性の貫徹を経済行動の基底に据える貨幣観のオルタナティ

ブとして、補完通貨システム (CCS: Primavera 2010) という世界的な地域通貨の概念創出の学術的文脈が

生まれ、日本では室田 (2004) 及び影山 (2015) などがその実践と理論構築に当たっている。 

他方、利潤最大化原理とは、個人または企業が与えられた所得または資源の制約の下、消費行動や生産行

動を行う際、自らが獲得する利潤を最大にするように行動するという近代経済学の根幹の理論である (Clark 

1973, Samuelson and Marks 2003)。近代経済学では、ホモ・エコノミクスという名で知られる経済合理性

のみに基づく行動を起こす市場参加者が、理論構築の前提として長年にわたって仮定されてきた。前述の感

謝最大化原理は、この利潤最大化原理へのアンチテーゼとして、2008年の国際金融危機後は特に、貨幣を中

心とする経済社会の学術的思索の流れの注目を集めている。 

また、本研究における対話とは、議論や意見交換を行うことではなく (Bohm 1996)、事前の思い込みを

解き、社会や個人の人生の大きな問いであるパワフル・クエスチョン (Kimsey-House et al. 2011, ボブ・ス
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ティルガー 2015) への答えを、体感や内省とともに個人の気づきとして探究していくこと (Isaacs 1999:8) 

を指す 2)。対話原理とは、小集団での参加者同士の内面的交流を通じて参加者自身が内省的に生き方や社会

への視点に関する洞察を得ていく人間行動の基本原理を指し、1990 年代から主にBohm (1996)及び Issacs 

(1999)ら対話理論の理論的主柱により、さまざまな評価や仮定を解き拡げて行く collective な方法であり、

分析、議論、または意見交換するのではなく、自他の意見を留保し、問いや考え方や内省を一緒に探求する

ことと定義されている。さらにWheatley (2009) は「ともに考えるための自然で人間らしい方法であること

を思い出す」ほか 6 条件を対話が始まる条件として挙げており、また Scharmer (2001) は人々が対話を行

う力の源泉を自らのナレッジを超越しようとする内在的な洞察力に求めていることなどに見られるように、

対話は協働的であり内省的な心理行為であると対話理論の立場からはとらえられている。 

利潤最大化と感謝最大化という二つの対立的市場対話原理が引き起こす市場参加者の個人としての葛藤、

並びにそこから発生する不幸・不安感は、近年急速に学術的注目を集めつつある。 

1980 年代から、高度に発達した利潤最大化原理にもとづく経済金融市場の動向はカジノ資本主義 

(Strange 1986) とも呼ばれ、瞬時に市場動向と日々の経済生活を変え得る金融グローバル化の推進力となっ

ていた。しかし、2008年のリーマンショックや高速・高頻度のアルゴリズム取引による株式市場の乱高下は

市民生活に大きな不安をもたらし、「ウォール街を占拠せよ」運動 (Writers for the 99% et al. 2012) のよう

な社会運動や、コミュニティでの価値協創のための新しい銀行モデル「銀行4.0」(Scharmer and Kaufer 

2013) の提唱など、感謝最大化原理にもとづく金融サービスモデルの提案がされている。 

とりわけ米国では社会イノベーションの文脈で、感謝最大化原理に沿った地域自立型循環経済モデルの構

築の提案が近年さかんである (Schuman 2012, Impact Compass ウェブサイト 2016)。社会イノベーショ

ンとは、イノベーション論の立場では、社会の変革を主な目的とする非連続的な作新 (Christensen et al. 

2006) であり、スタンフォード大学が2003年にStanford Social Innovation Reviewというジャーナルを創

刊して以来多くの学術的知見が集まる経営学の分野では「現代社会のクオリティオブライフの向上のための

新たなアイデアの適用」(Pol and Ville 2009)、「社会の変革を目指す協働的社会行動」 (Giovany 2014) など

の定義がなされ、OECDでは「雇用、消費及び参加を通じて個人及びコミュニティの福祉を改善し、個人ま

たはコミュニティの問題に解決策を提案すること」(OECD 2011) と定義している。これらを総括すれば、

社会イノベーションとは、個人またはコミュニティをよい良い状態へ変革するために、それらが抱える問題

を解決する革新的なアイデアの提案と実行と定義される。 

また日本では、地域でコミュニティをつくる人々をつないで自己実現を支援し、主観的幸福度の向上を目

指す地域活性化 (前野ら 2015) の実現のために、日本各地で地域通貨流通の取り組みがこの三十年来さかん

になっている (岡田 2008, 廣田 2011)。 

筆者らは、これら二つの対立的

市場対話原理をそれぞれ象徴する

通貨の概念について、西部(2013)、

影山 (2015)、並びに内山 (2015) 

など、地域金融及び地域通貨が地

域住民の行動及びふるまいに及ぼ

す影響を分析する最近の先行研究

群 3)を踏まえ、感謝最大化の市場

対話原理を象徴する通貨「エミー 

表1   現代市場経済の二つの対話原理と象徴する通貨の諸元 
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(Emmy) 」、並びに利潤最大化の市場対話原理を象徴する通貨「ゼニー (Zeny) 」4) に整理することを提案

した (保井2016) (表1)。 

 

1-2. 研究の目的 

本研究は、「もうけを最大化する通貨 (Zeny)」と「ありがとうを最大化する通貨 (Emmy)」をそれぞれの仮

想市場で流通させ、製品製造と市場取引を行うワークショップ形式の協創型ビジネスゲームを開発し、直感 

(Kimsey–House et al. 2011和訳: 79-82) の気づきを市場原理の理解に関して支援するワークショップモデ

ルとして構築する。もうけ最大化とは、前節における利潤最大化と同旨である。また、ありがとう最大化と

は前節における感謝最大化と同旨である。 

 この協創型ビジネスゲームにおける協創とは、システムズエンジニアリング (例えば、Ueda et al. 2008

など) 及びサービス工学 (例えば、戸谷 2014など) などの分野で co-creation theoryとして1990年代後半

以降急速に脚光を浴びている、価値協創または価値共創と呼ばれる概念である。特にVargo & Lusch (2004, 

2008) によるService Dominant Logic理論では、協創とはサービス提供者及び需要者が能動的に価値をと

もに創造することであり、そのプロセスの設計である (Grönroos 2006)。集団的共同行為としての価値創造

は、社会心理的経験プロセス (Xie et al. 2008)であり、現代企業にマーケティング方法の転換を迫るもので

ある (Prahalad & Rawaswamy 2000, Rawaswamy and Gouillart 2010a, Rawaswamy & Gouillart 

2010b)。 

また協創型ビジネスゲームにおけるビジネスゲームとは、経済市場における商品や販売条件などを与件と

して設定し、販売行動などを通じて資源制約を感じつつ利潤などを参加者に競わせる経営ゲームであり、欧

米ではプロジェクト型学習として教育などの分野に大いに取り入れられている(Faria and Willington 2004, 

立野ら 2012 )。 

 すなわち協創型ビジネスゲームとは、ワークショップへの参加者が経営ゲームとして、市場を動かす与件と

なる資源制約を感じつつ、参加者の行動原理を律する利潤または感謝の追求による参加者の行動変容を自ら

プロジェクトとして学ぶゲームと定義する。 

次に、このビジネスゲームを「人を幸せにするおカネを創るワークショップ」と名付けた上で、参加者に

ゼニーとエミーの二つのセッションを経験させ、これら二種類の通貨がそれぞれの市場行動原理による動機

づけを通じて参加者のふるまいをどのように変え、さらに参加者の主観的幸福度並びにポジティブ/ネガティ

ブ感情にどのような増減をもたらすのか、定量的に検証並びに考察し、開発したビジネスゲームの有効性を

検証する。 

 

1-3. 研究の意義 

本研究の意義は、①対立的対話原理の市場を経験させる対話支援メカニズムの構造化、②幸福度等の増減

の体感的理解による行動支援モデルのデザイン、並びに③ワークショップ形式の活用による課題解決の場の

構築、の三つである。ここでいう②の行動支援モデルとは、応用行動分析学やシステムズエンジニアリング

の知見を応用し、参加者が行動をより積極的に起こしやすくするシステムをモデルとして構築することを指

す (伊藤ら2005, 西田ら2006)。 

市場における人々のふるまいとその変容には、法律や規範をはじめとする公式または非公式の動機づけが

大きな要因となる (North 1994)。2008年のリーマンショック以降とりわけ、市場参加者の行動への動機づ

けが、利潤最大化と感謝最大化という二項対立的原理に分かれることに注目が集まっている。本研究の第一
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番目の意義は、市場参加者にこれら二つの市場対話原理を構造化した上で、参加者の行動経験を通じて直感

的に理解させ、ストレスを感じさせないように参加者のふるまいに織り込んでいく支援を行っていくことに

ある。コーチングによる構造化は、被支援者の行動と学習の促進を主な目的としている (Kimsey–House et 

al. 2011和訳: 135-137) からである。 

本研究の第二の意義は、学校及び企業等でこれまで行われてきた金融教育の内容を超えた、行動支援モデ

ルの構築である。従来型の金融教育は金融リタラシーの向上を主目的とし、金融商品の内容や経済的な生涯

設計ノウハウを知識としてもっぱら教える内容となっていた。しかし近年は、個人の人生設計と心理的成熟

の関係性に焦点を当てるビジネスゲームを設計及び実施するといった、先駆的な金融教育の取り組み事例が

出てきている (大藪・奥田 2016)。またコーチングの分野でも最近は、エビデンスにもとづく行動科学の取

組みを強化する試みが見られ (大竹 2015: 133-134)、コーチングが個人レベルで主観的幸福度やコーピン

グ・態度に効果をもたらすことが強調されるようになった (Theeboom et al. 2014)。 

これらの最近の学術的及び社会的動向を踏まえれば、感謝最大化と利潤最大化という、対立する二つの市

場対話原理がもたらす市場参加者の行動変容と感情や幸福度の変化について、参加者がビジネスゲームを通

じて、直感的理解による気づきを得る行動支援モデルをデザインすることは時宜を得たものと考えられる。 

 本研究の第三の意義は、ワークショップ形式を活用することで、参加者自らがフラットで対等な対話と相

互学習の場 (Wheatley 2009) に参加し、課題解決を行うことを場として支援するモデルを構築することで

ある。ワークショップは体験学習の場 (Kolb 1984:41) であり、個人が仕事または私生活で何が必要か知る

のを支援する対話学習の形式 (Fleming 1997: 1-4) である。ワークショップは近年、複雑な社会課題を参加

者が自らの課題として、小グループで解決するアイデア創出の場 (Will 1997:33) として活用されている。 

筆者らはこれまで、主にイノベーション教育及び社会デザインの分野で、システム思考及びデザイン思考

を統合したイノベーションの方法論を開発し、ワークショップ等の場を活用した地域活性化や政策創出等の

対話支援モデルの構築について研究を行ってきた (Yasui et al. 2014, 坂倉ら2016)。本研究はシステミッ

ク・チームコーチングの枠組み (Hawkins 2011) を参照した上で、この対話支援モデルをさらに拡張し、ワ

ークショップの場を通じたフラットで自発的な参加と直感を促す対話支援モデルを構築し、参加者個人の行

動変容や主観的幸福度の向上のためのワークショップをシステムとして開発することを目指す。 

以上を踏まえ、本研究の新規性について総括すれば、異なる貨幣観をビジネスゲームに動機づけとして織

り込み、ゲームの中で参加者に内省的な対話のプロセスを通じて行動変容を感じさせるというビジネスゲー

ムのモデル構築に関する研究は、対話支援という研究領域では萌芽的であると考えられる。本研究はその萌

芽的領域において、学校及び企業等でこれまで行われてきた金融教育の内容を超えた行動支援モデルを構築

し、参加者自らがフラットで対等な対話と相互学習の場に参加し、課題解決を行うモデル構築を行うところ

にある。 

 

1-4. 研究の方法論 

本研究は、二つの異なる貨幣観のもとづき形成される社会システムを、ワークショップという仮想市場空

間の形成により、社会システムの要素である市場参加者の内省的対話を支援するモデルを理論 (theory) か

ら構築し、さらにモデルが有効に構築されたかどうかについて検証するという、対話に関する理論のデザイ

ンを含む theory-building (Wacker 1998, Lynham 2002, Barab and Squire 2004など) から始めるモデル構

築型研究のアプローチをとる。したがって、本研究の射程は、ワークショップの実践を単に記録するのでは

なく、現代の経済生活の根幹をなす貨幣観の対照を感じる仮想市場空間をワークショップという課題解決の
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場に作り、参加者が内省的対話に活用するモデルを構築し、その有効性を検証するという、普遍的な社会科

学的検証手順に依拠した論文の執筆にある。 

本研究が採用するモデル構築型研究は、人がシステムの要素となる社会システム研究の方法論として、

social inquiryの一翼を担うものである。対話支援という萌芽的領域の研究であり、これまでのような伝統的

な仮説検証型または仮説生成型の研究アプローチとは別のアプローチをとることが適切である。このような

方法論はサービス工学及びシステム工学における下村ら(2005)、並びに村上ら (2006)、並びに小柴ら (2008) 

をはじめとするシステム関連の工学系諸研究に見られるように近年急速に研究方法論として採用されており、

本研究もその流れに連なるものである。 

さらにモデル構築の有効性の検証方法については、本研究が social inquiry研究の中でも、対話システムの

モデル構築であり公共政策への発展の含意を持ち得るものであることに鑑み、social inquiry研究の検証の方

法論における研究蓄積のうち、King et al (1994) 及びBrady and Colier (2004) を中心とする、定量的検証

に定性的検証を組み合わせることにより、推論検証の重層性を重視する公共政策研究の通説をなすアプロー

チ、さらに社会的課題の解決をホリスティックに目指す研究の評価には演繹・帰納・仮説形成の三つの推論

方法を柔軟に組み合わせるべきとの構成学の立場からのアプローチ (小林ら2011) を踏まえ、構築されたモ

デルの有効性を定量的に検証し、検証の補完として定性的データを適宜使い、ロバストな分析を目指す。 

このように定量的検証に補完的に定性的データを組み合わせるアプローチを本研究がとることについては、

本研究のように研究の基底をなす哲学及び社会的文脈の可視化が重要であり、多くの社会的課題が複雑に絡

み合う問題への対応を行うsocial inquiryの検証方法として、Greene (2008) 及びOBSSR (2011) のように、

ベストプラクティスの蓄積がなされていることも踏まえている。 

 

2. 協創型ビジネスゲーム「幸せのおカネを創るワークショップ」の概要 

 

2-1 ゲームの構成 

本ゲームで参加者は、①利潤最大化の通貨が流通する Zeny 商店街のセッションと、②感謝最大化の通貨が

流通するEmmy商店街のセッション、の二つの仮想商店街で商品デザインとその買い物ゲームに参加する。

①と②のセッションは等分に配分され、

参加者は両方のセッションを体験する。

①ZenyセッションではZeny通貨のみ、

②EmmyセッションではEmmy通貨

のみ、が使用される。二つのセッショ

ンを合わせて3から4時間程度のワー

クショップである。Zeny及びEmmy、

並びにケーキパーツについて実際に使

用したものを図 1として示す。 

 

 

2-2 ルールと動機づけ 

この商店街は、各店が力を合わせてケーキの完成品を生産する街と仮想されている。ゲームの動機づけやル

ール等のフォーマットは表2のとおりである。 

図1  Zeny及びEmmy並びにケーキパーツ 
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参加者はいちご、ろうそく、ケーキ台、皿など

ケーキのパーツに応じて、5から6店に分かれ、

店全体としての経営・行動戦略を決定する。さ

らに予め割り当てられた単一のケーキパーツを

塗り絵等によりデザインし、付加価値をつける。

そして自店が売る以外のパーツを、他店から買

い集める。売買の価格は自由に買い手・売り手

ともに決めることができる。すべてのケーキパ

ーツを買い揃えて完成品にした参加者は、事務

局に納入して対価を得る。 

参加者が割り当てられたケーキパーツに塗り

絵を施した上で売買のセッションに臨むのは、

複数の店舗が割り当てまたは売買により同じ種

類のパーツを集めて、ケーキの完成品を作ることができるので、それぞれの店舗の付加価値を塗り絵により

高め、異なる売値のパーツとすることが売買ゲームの価格設定に不可欠であるからである。  

ZenyセッションとEmmyセッションの行動ルール及び時間配分は、参加者の行動の動機づけを除き、す

べて等しく設定される。セッション間で唯一異なるのは参加者の行動の動機づけであり、Zeny セッション

では、自店の利潤が最大化すべく行動するように動機づけられる。Emmyセッションでは、商店街全体に感

謝が最大化すべく行動するように動機づけられる。 

実際のワークショップの模様を図 2、図3及び図4として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 実証分析 

3-1. 実証フィールド選定 

個人の経済及び金銭観は、ジェンダー、経済や金融の知識、就業体験、社会的地位、宗教や所属する社会的

グループの価値観を含む文化的特性、並びに都市や農村など所属する地域コミュニティなどに大きく左右さ

れる (Wernimont and Fitzpatrick 1972, O’Brien and Steven 1987, Prime 1993)。本研究の実証分析では、

2008 年のリーマンショック以降、経済及び金銭観を大きく分ける分水嶺として議論の中心となっている 

(Martin 2013, 内山 2015, 影山 2015)、①経済や金融の知識、②宗教や所属する社会的グループの価値観を

含む文化的特性、並びに③都市や農漁村などの地域または青少年層など世代ごとのコミュニティ、の三つに

焦点を当てた。そしてこれら三つの焦点に親和性の高いフィールドをそれぞれ選び、実証分析を行うことと

図2 ワークショップの模様1 

(2016年1月17日慶應日吉キャンパス) 

図3 ワークショップの模様2 

(2016年3月7日浅草・緑泉寺) 

図4 ワークショップの模様3 

(2016年3月13日隠岐・海士町) 

(出所: 筆者ら撮影) (出所: 筆者ら撮影)  (出所: 筆者ら撮影) 

表2 ゲームのフォーマット 
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した。 

すなわち本研究の実証分析のフィールドとしては、①経済や金融の高度な知識を持つ者が多く参加するこ

とが期待されるフィールド、②宗教や所属する社会グループの価値観に特色ある者が多く参加することが期

待されるフィールド、並びに、③農漁村や離島などの地域特性、及び若い世代の集団など、地域及び世代に

特色ある者が多く参加することが期待されるフィールド、の三つの類型を想定した。 

そして、①については横浜の慶應義塾大学日吉キャンパス、②については浅草の湯島山・緑泉寺本堂、③

については隠岐・海士町の隠岐國学習センター、をそれぞれ実証フィールドとして選定し、2016 年 1 月か

ら3月にかけて3回にわたり、総

計 75 名の参加者を得てワークシ

ョップを行った。ワークショップ

の実施日時・場所並びに参加者の

属性等を表3として示す。 

 

3-2. 実証分析の結果及び考察 

実証のためのワークショップを 3

回実施し、モデルの有効性の検証

のために定量的検証を行い、さら

に定性的データを用いてその検証

結果の含意について考察した。 

検証のためのツールとしては、定量的検証について、①参加者のポジティブ感情及びネガティブ感情の推

移を把握する日本版PANAS (佐藤・安田 2001)、②日本人1,500人の主観的幸福度を因子分析した結果特定

された、幸福の4因子 (第1因子: 自己実現と成長の因子、第2因子: つながりと感謝の因子、第3因子: 前

向きと楽観的の因子、並びに第4因子: 独立とマイペースの因子) にもとづくアンケート (前野2013, Maeno 

and Maeno 2015)、③中長期的な主観的幸福度の評価に使用される Diener の人生満足尺度 (Satisfaction 

With Life Scale: SWLS, Diener et al. 1985) を用いた。また定量的データの考察の補完として、定性的デー

タを①社会における小集団のエスノグラフィに使われるマイクロエスノグラフィ (箕浦 1999)、並びに②参

加者が記入したアンケートの自由記述欄からデータを抽出する際の手法として質的データ分析法 (佐藤 

2008) の一部を用いて、註として示した。 

ワークショップの進め方としては、1980 年代から利潤最大化の市場対話原理が金融グローバル化の進展

とともに隆盛になり、その後 2008 年のリーマンショックなどを契機に感謝最大化の市場対話原理に社会の

注目が集まるようになったという時代の流れを反映し、いずれのワークショップにおいても、まず Zeny セ

ッションを実施し、その後 Emmy セッションを実施するという順序をとった。また、両セッションの時間

は3回とも等しくした。 

定量的データは t検定により検定を行った。その際、3群のデータの差を検定する場合の手法としてボン

フェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) を行った。以下に示す t検定の値はすべてボンフェリーニの調

整後の値である。 

なお、3つ以上の母集団の平均を検定する場合には分散分析を用いる考え方もあるが、本研究は3か所で

行ったワークショップ参加者の母平均に差があることを判定することが検定の目的ではなく、2 つの異なる

貨幣観を持つ参加者の貨幣観による感情及び幸福度の増減の平均差をそれぞれで検定することが目的である

表3 ワークショップの参加日時・場所並びに参加者の属性等 
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ため、古宮・谷口 (2011)及び古久保ら (2015) 等の心理及び教育分野での先行研究における検定手法を踏ま

え、 t検定をボンフェリーニの調整を付して行う手法をとった。 

 

3-2-1. 定量的検証の結果 

定量的検証の結果をワークショップごとに表 4～6 として示す (慶應義塾大学日吉キャンパス: 表 4、湯島山

緑泉寺本堂: 表 5、隠岐海士町・隠岐國学習センター: 表6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本数字は平均、< >は分散。t検定で、*** 1%有意、** 5%有意、* 10%有意。 

t検定はボンフェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) 後の数値。 

表4 定量的検証の結果1 (慶應義塾大学日吉キャンパス, 2016年1月17日, n=38) 

表5 定量的検証の結果2 (湯島山緑泉寺本堂, 2016年3月7日, n=21) 

本数字は平均、< >は分散。t検定で、*** 1%有意、** 5%有意、* 10%有意。 

t検定はボンフェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) 後の数値。 
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3-2-1-1. 経済金融の知識を生かした場での対立的対話原理の作用 

経済や金融の高度な知識を持つ者が多く参加することが期待されるフィールドとして選定された慶應義塾

大学日吉キャンパスでのワークショップ (表 4) においては、Zeny及びEmmyの二つのセッションを通じて

の、ネガティブ感情の減少、幸福の 4 因子のうち 4 因子合計、第 3 因子 (前向きと楽観的の因子) 及び第 4

因子 (独立とマイペースの因子) の増加が1%有意水準でみられた。ポジティブ感情の増加及びDienerの人

生満足尺度の増加は5%有意水準を満たした。幸福の4因子のうち4因子合計は10%有意水準を満たした。 

またZenyセッションでは、ポジティブ感情の増加及び幸福の4因子のうち第3因子の増加が5%有意水準

でみられた。 

さらにEmmyセッションでは、ネガティブ感情の減少が1%有意水準で、幸福の4因子のうち4因子合計

の増加が5%有意水準で、並びにDienerの人生満足尺度の増加が10%有意水準で、それぞれみられた。 

日吉キャンパスでのワークショップの結果をまとめれば、Zeny及びEmmyの二つのセッションを参加者

が経験することで、ネガティブ感情の減少、並びに幸福度の増加、特に前向きと楽観的及び独立とマイペー

スの感情が高揚した。そして Zeny セッションではポジティブ及び前向きと楽観の感情の高揚が参加者にあ

り、Emmyセッションでは、ネガティブ感が減少し、幸福度の向上が4因子合計並びに人生満足尺度の向上

として参加者にみられた。 

 

3-2-1-2. 社会的グループの特色を生かした場での対立的対話原理の作用 

宗教や所属する社会的グループの価値観に特色ある者が多く参加することが期待されるフィールドとして

選定された、浅草の湯島山緑泉寺でのワークショップ (表5) は、日吉キャンパスでのワークショップとは対

照的な結果になった。Zeny及びEmmyの二つのセッションを通じて、幸福の4因子のうち第1因子 (自己

実現と成長の因子) の減少が5%有意水準でみられた。 

表6 定量的検証の結果3 (隠岐海士町・隠岐國学習センター, 2016年3月13日, n=16) 

本数字は平均、< >は分散。t検定で、*** 1%有意、** 5%有意、* 10%有意。 

t検定はボンフェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) 後の数値。 
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またEmmyセッションでは、幸福の4因子のうち第1因子の減少が5%有意で、ポジティブ感情の増加が

10%有意で、それぞれみられた。 

緑泉寺でのワークショップの結果をまとめれば、日吉でのワークショップは対照的に、Zeny 及びEmmy

の二つのセッションを参加者が経験することで、自己実現と成長の感情の減少が参加者に発生した。そして

Emmyセッションでは、自己実現と成長の感情が減少する一方、ポジティブ感情の高揚が参加者にみられた。 

 

3-2-1-3. 地域及び世代的特色を生かした場での対立的対話原理の作用 

農漁村や離島などの地域特性、及び若い世代の集団など、地域及び世代に特色ある者が多く参加すること

が期待されるフィールドとして選定された、隠岐・海士町の隠岐國学習センターでのワークショップ (表 6) 

も、前の2回とは異なる結果となった。Zeny及びEmmyの二つのセッションを通じて、幸福の4因子のう

ち第4因子 (独立とマイペースの因子) の増加が5%有意でみられた。 

隠岐國学習センターでのワークショップの結果をまとめれば、Zeny及びEmmyの二つのセッションを参

加者が経験することで、独立とマイペースの感情が参加者に高揚した。 

 

3-2-1-4. 定量的検証の総括 

定量的検証の結果を総括すれば、ワークショップのフィールドの選定のいかんを問わず、Zeny及びEmmy

の二つのセッションを参加者が経験することで、ポジティブ・ネガティブ感情や幸福度の増減を参加者はい

ずれも体感することになり、本モデルの直感による気づきを促す対話支援モデルとしての有効性が示された。

すなわち、本研究の意義である①対話支援メカニズムの構造化、②幸福度等の体感的理解による行動支援モ

デルのデザイン、並びに③ワークショップによる課題解決の場のデザインについては、異なる貨幣観にもと

づく参加者行動の異なるふるまいが幸福度等の増減につながることが、ワークショップへの参加を通じて参

加者に体感されることが定量的に示され、本モデル構築の有効性が明らかとなった。 

他方で、本モデルによる対話支援の参加者の幸福度等にもたらす作用については傾向を示すに至らず、本

研究の萌芽的な成果が示されたものの、支援モデルのロバストネスについては成果として限界があることも

明らかとなった。さらなる仮説検証型研究の蓄積が望まれる。 

経済金融の知識層が集まる場では Zeny セッションではポジティブ、前向き及び楽観的といった感情が高

まり、Emmyセッションでは、ネガティブ感情の減少と自己実現と感謝をはじめとして幸福感の高まりがみ

られた。他方で、宗教的または社会的価値観に特色が見られる場では、経済金融の知識層が集まる場とは正

反対の感情の高まりがあり、特に Emmy セッションでは、ポジティブ感情の減少とマイペースな感情が相

克するように高まった。また、離島や若い世代など地域及び世代的な特性が見られる場では、Zeny セッシ

ョンで幸福感の減退とともに、つながりの感情の減退とマイペースな感情の高まりが発生した。 

 

3-2-2. 実証分析の結果の含意 

前節の定量的な検証結果は、直感の気づきを支援するワークショップモデルの構築にどのような含意をも

たらすのか、前節での分析結果について、ワークショップに参加した各チームの特徴的なふるまいにも注目

しつつ、ワークショップでのエスノグラフィノートを活用して考察する。なお、ワークショップでのエスノ

グラフィノートまたはアンケート自由記述欄からの引用を本文での考察の補完的材料として註に示す。註の

記述の鍵括弧内はいずれもワークショップでのエスノグラフィノートまたはアンケート自由記述欄からの引

用であり、丸括弧内はワークショップ実施の場所を示す。 
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3-2-2-1. 対比的な行動変容への気づきとバランス 

ワークショップ参加者は、ZenyとEmmyのそれぞれのセッションの動機づけにより、ふるまいを180度

変容させることになった。多くの参加者が動機づけの違いによる行動変容の激しさをこのワークショップモ

デルによる気づきとして挙げている 5)。 

 またZeny とEmmy をバランスよく体験することで行動変容のコントラストを参加者は直感できるので、

二つの対話原理を調和的に統合することで、市場のバランスを保つことの重要性を指摘する声も多かった。 

 

3-2-2-2. 利他的行動から生まれる創造への時間 

経済金融の知識層が集まる場でのワークショップでは、利潤最大化ゲームである Zeny セッションで一部

のパーツ価格がつり上げられた結果、市場が硬直化し、取引が行なえなくなり、立ちすくみ、不信感や怒り

が渦巻き、全体を非常に嫌な雰囲気が覆った。チームを超えて参加者全員で力を合わせれば全体としての富

は増えるはずだが、一部のチームの価格つり上げによって、買い占めによる物不足が発生し、市場の硬直状

態が出現し、全体で30個完成すべきケーキは12個しか完成せずに終わった。 

他方、感謝最大化ゲームである Emmy セッションでは、感謝を表現する様々な工夫がチームごとに行な

われ、ケーキ 30 個は全て完成し、円滑でハートフルな売買が短期間で行なわれ、参加者の笑顔があふれた

7)。 

三回のワークショップに共通した二つのセッションの最大の違いは参加者の時間の使い方であり、Emmy

セッションでは売買が早く進み、全体としての利潤も増加し、個別の利潤最大化ゲーム以上に全体の利潤最

大化になっていた。そして Emmy セッションの最後には、参加者がチームごとに自発的に組織する感謝の

表現行動が発生した 8)。自然に発生した自発的な感謝の表現行動の事例を (図5) 及び (図 6) として示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-2-3. 感謝のコミュニケーションのすれ違いによる不幸のスパイラル 

しかし、感謝最大化ゲームが常に幸福度の向上をもたらすわけではない 9)。 

感謝の最大化の表し方について当惑と不満が参加者にみられた場では、自らが表現した感謝の最大化が相

手にどのような受け取り方をされるかを巡り、ストレスフルなコミュニケーションが参加者の間で交わされ

ることになった。感謝最大化の表現をめぐる当惑と不満 10)が、感謝のコミュニケーションのすれ違いを生ん

だ。 

(出所: 筆者ら撮影) (出所: 筆者ら撮影) 

図5 自発的な感謝の表現行動1 

(2016年1月17日慶應日吉キャンパス) 

図6 自発的な感謝の表現行動2 

(2016年3月7日浅草・緑泉寺) 
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感謝のコミュニケーションのすれ違い 11)が重なり、ネガティブ感情の増大と幸福感の減退のスパイラルに

参加者は陥る。Emmyセッションで、ある店は感謝のコミュニケーションの派手な発信により、繁盛店とし

て多数の客が詰めかける状態になった一方で、Emmy商店街の少なからぬ他店が誰も売買に来ない、いわゆ

るシャッター通りの商店街に化してしまうこともある 12)。そして、このような感謝のコミュニケーションの

すれ違いは、一方の店の参加者の意図とは別に、他方の店のチームが期せずして、ネガティブ感情の大幅な

高まりに襲われることにつながる。 

この含意は、ワークショップ中の個別チー

ムの動きに着目すると明らかになる。例えば

緑泉寺でのワークショップでは、ケーキ台を売る

2 店が競合していた。「ケーキ台 1」店はZeny セ

ッションではアグレッシブな販売方針を立ててか

なりの利潤を上げ、続く Emmy セッションでは

一転して、感謝のコミュニケーションの一大拠点

となった。他方で、競合する「ケーキ台2店」は

両セッションとも受動的な営業方針に終始した。 

ワークショップの結果として、「ケーキ台1」店

の参加者からは積極的かつ楽観的な感想 13)が出

て、日本版PANASでも有意な感情変化は見られ

なかった。しかし、「ケーキ台2」店は競合店

である「ケーキ台 1」店の販売戦略に、両セ

ッションを通じて、いわばふりまわされるこ

とになり、両セッションを通じてネガティブ

感情は当初の2倍以上に高まった (5%有意水準) 。 

特に、Zenyセッションでネガティブ感情が有意に増加 (1%有意水準) し、Zenyセッションと Emmyセ

ッションを通じてもネガティブ感情が有意に増加 (10%有意水準) (図 7) した。「ケーキ台 2」店の参加者は

当初の予想と違うセッションの展開におそれを感じ 14)、「ケーキ台 1 店」が他の店に感謝の強制を行おうと

した意図を感じて、ネガティブ感情を増加させて 15)ワークショップを終えた。 

 

3-2-2-4. 感謝最大化原理の体感による笑顔 

非都市地域及び就業前の若い世代が多い場では、日常生活ですでに利他性が強調される場面が多いこともあ

るからか、Zenyセッションでは利潤最大化原理には一定の距離を置く、醒めたマイペース感が高まった。 

その一方で、Emmy セッションでは利他的なふるまいと笑顔が多くなった。さらに地域通貨を活用して

Emmy的な世界観をコミュニティで広げるアイデアも出るようになった。このような地域活性化に関するア

イデア創発は、ワークショップの中で直感された前向きで楽観的な感覚と無縁ではない 16)。 

例えば隠岐・海士町のワークショップで地域通貨のアイデアを創発させた「ケーキ台 2」店のチームは、

幸福の 4 因子のうち第 3 因子 (前向きと楽観的の因子) を Emmy セッションで増加させている (5%有意水

準) (図 8)。 

図7 緑泉寺での競合店2店の日本版PANASの対比 

(2016年3月7日浅草・緑泉寺) 

本数字は平均、< >は分散。t検定で、*** 1%有意、** 5%有意、* 10%有意。 

t検定はボンフェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) 後の数値。 
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このチームの参加者はZenyセッションでは利潤最大化原理を意識していたが、Emmyセッションでは一

転して感謝を伝える目的が楽しくなり、島の地域通貨として感謝最大化原理が広まることを願うという前向

きな想いに満たされるようになったのである 17)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-3. 順序効果に対応する対照的ワークショップ実施による補完 

本研究の分析対象とした3回のワークショップでは、いずれもZenyセッションをまず実施し、次にEmmy

セッションを実施するというシークエンスであった。このやり方では、参加者がセッションの進め方を学習

し、その学習の結果がセッションから得られるに定量的データに影響するという順序効果を否定できない。 

そこで著者らは、2017 年5月5日に芝増上寺において、ZenyセッションとEmmyセッションを同時対

照的に進める追加ワークショップを行った。参加者は30名でできるだけ属性が均等になるよう振り分けた。

30 名は、Zeny セッションを体験する商店街A グループ 15 名とEmmy セッションを体験する商店街B グ

ループ15名に分けられ、これまでと同様の進行要領でワークショップが行われた。 

 増上寺での対照的ワークショップの結果を、表 7 に示す。Zeny セッションを体験する商店街A グループ

には事前事後で、感情変化及び幸福度について有意な差は生まれなかった。 

他方で、Emmyセッションを体験した商店街Bグループについては、ネガティブ感情の減少が5%有意で、

ポジティブ感情の増加が1%有意で、それぞれみられた。また幸福の4因子については、第2因子(つながり

と感謝の因子)と4因子合計の増加が5%有意で、第3因子 (前向きと楽観的の因子)が1%有意で、それぞれ

みられた。さらにDienerの人生満足度の向上が、5%有意でみられた。 

この結果は、感謝最大化原理にもとづくワークショップでの参加者のふるまいが、ネガティブ感情の減少

及びポジティブ感情の増加、さらに幸福度の向上に寄与することを示しており、前3回のワークショップの

含意を補強するものと考えられる。 

 

 

 

図8 隠岐・海士町でのケーキ台2店参加者の幸福の4因子のうち第3因子の変化  

(2016年3月13日隠岐・海士町) 

本数字は平均、< >は分散。t検定で、*** 1%有意、** 5%有意、* 10%有意。 

t検定はボンフェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) 後の数値。 
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4. 結論及び今後の研究課題 

4-1. 結論 

本研究は、「もうけを最大化する通貨 (Zeny)」と「ありがとうを最大化する通貨 (Emmy)」をそれぞれのセ

ッションで流通させ、製品製造と市場取引を行うワークショップ形式の協創型ビジネスゲームを開発し、市

場原理に関する直感の気づきを支援するワークショップモデルとして構築した。 

そしてこのビジネスゲームを「人を幸せにするおカネを創るワークショップ」と名付けた上で、参加者に

ZenyとEmmyの二つのセッションを経験させ、これら二種類の通貨がそれぞれの市場行動原理による動機

づけを通じて参加者のふるまいをどのように変え、さらに参加者の主観的幸福度並びにポジティブ/ネガティ

ブ感情にどのような増減をもたらすのかについて、定量的に検証した。 

検証の結果、参加者は動機づけによる行動変容と感情及び幸福度の違いをいずれもワークショップで体験

でき、本研究で開発した直感の気づきを支援する協創型ビジネスゲームとしてのワークショップモデルの有

効性を示した。 

 

4-2. 今後の研究課題 

今後の研究課題としては3つが挙げられる。 

 第一番目は、本研究が異なる貨幣観と哲学を根底に持つ資本主義市場参加者のふるまいの体験モデルを構

築するという social inquiry としての先駆性に鑑み、第一報としての本論文での定量的検証に続き、定性的

データを使用した帰納的研究として再構成し、さらなる科学的知見を深めることである。すなわち、エスノ

本数字は平均、< >は分散。t検定で、*** 1%有意、** 5%有意、* 10%有意。 

t検定はボンフェリーニの調整 (Wallenstein et al. 1980) 後の数値。 

表7 定量的検証の結果4 (対照的検証 芝増上寺, 2016年5月3日, n=30) 
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グラフィックノート及びアンケートの自由記述欄を親和図や GTA を用いてグラウンデットに、ワークショ

ップで起こった出来事に関するnarrative discoursesから得られるストーリーを抽出し、本研究の有効性を

さらにロバストにすることが求められる。 

第二番目は、この協創型ビジネスゲームを企業や地域コミュニティでの研修等に活用し、対話支援のワー

クショップモデルとしてさらなる一般化を行うことである。そして一般化に当り、これまでは別々の並行す

るセッションとして運営されてきた二つの対話原理のセッションを一緒にして、セッション内でのそれぞれ

の対話原理の構成比率が、参加者のポジティブ/ネガティブ感情及び幸福度の向上にとって最適な行動変容の

促進に資するような、よりよいバランスを探るZenyとEmmyの統合セッションを、Zenyセッション及び

Emmyセッションに次ぐ、いわば第三のセッションとして開発することである。 

第三のセッションでは、ワークショップの環境構築における拡張/仮想リアリティ技術 (AR/VR) や 人工

知能技術（AI) 等の情報通信技術 (ICT) の活用が考えられる。すなわち、ワークショップの時間、場所及び

参加者の特性に応じて、Zeny的とEmmy的要素がバランスされるよう、参加者の静かな行動変容を促す仕

掛けをAR/VRや AI をはじめとする様々な ICT支援により構築する。そしてワークショップを行う空間の

場の設定やコミュニケーション進行等について、ICTを活用して動的に定義を行い、ワークショップをカス

タムメイドでデザインできるように発展する可能性がある。ワークショップから収集するデータの大規模集

積化とその解析により、ワークショップの進行にあわせ、参加者へのリアルタイムでのフィードバックや介

入を目指す。 

第三番目は、前節の最後の小節に笑顔と幸福の相関への言及があったように、ZenyとEmmyの二つのセ

ッションを通じて、笑顔度と幸福度の変化と相関を測定できるよう、さらにセッションのモニタリング方法

を発展させることである。本研究の日吉でのワークショップの一部では、笑顔度の測定が部分的に既に試行

されており、参加者一人当たりの平均総笑顔度はZenyセッションに比べてEmmyセッションのほうが高か

ったという結果が出ている。今後は本ワークショップにおける笑顔度測定の方法及び分析手法を確立し、感

情及び幸福度の変化に加えて、笑顔度の変化で二つのセッションをめぐる参加者の行動変容を説明する研究

の可能性を切り拓きたい。さらに、感謝の最大化という Emmy セッションの行動原理をワークショップの

時間制約の中でさらに後押しするようなゲームルールの改良とともに、参加者の感謝の気持ちをモニターす

る感性価値の計測手法並びに可視化の手法の開発を行うことも考えたい。 

 

 

註 

1) 例えば、内閣府が 1 万人を対象に実施した「国民生活に関する世論調査」(2014 年 6～7 月実施、有効回答 4,172 人)によ

れば、現在の悩み・不安について複数回答可で調査したところ、首位の「老後の生活設計について」(57.9%)をはじめ、「今

後の収入や資産の見通しについて」(41.0%)、「現在の収入や資産について」(35.2%)と、上位5項目のうち3項目が金銭に

関する心配だった。残りの2項目は健康に関する心配である。(http://survey.gov-online.go.jp/h26/h26-life/1.html, 最終ア

クセス2016年4月20日) 

2) Bohm (1996) は、対話を「さまざまな評価や仮定を解き拡げて行く、力を合わせる（collective）やり方」であり、「対話の

目的は、何か分析を分析したり、議論に勝ったり、意見を交換するのではなく、自分の意見をひとまず棚に上げ、さまざま

な意見を見つめる、すなわち、みなの意見を聞き、それらをいったん留保し、何を意味するのか見てみる」ことと定義して

いる。さらに Isaacs (1999:9) は、対話について「問いや考え方や内省を一緒に探求すること」で、「誰かにしてあげること

ではなく、誰かとともに行うこと」と説明している。 
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3) 例えば、西部忠 (2013) は、地域通貨が感謝のコミュニケーションを伝える機能を持つと分析し、影山知明 (2015) は東京近

郊で感謝の気持ちを伝える地域通貨システムをデザインし、実践している。また内山節 (2015) は、市場機能を活用する価

値協創の仕組みを提唱し、「半市場経済」と名付けている。 

4) ゼニーは銭勘定などの「ぜに」から、エミーは感謝のほほえみである「笑み」からの命名で、2012 年 12 月に電通国際情報

サービス、クウジット株式会社並びに東京都市大学が共同で開催したミラーサイネージと笑顔認識技術を用いたチャリティ

イベント「エミタメ for チャリティ」からのインスピレーションを受けている（http://www.koozyt.com/press/2012 

/pr121210-3.html, 最終アクセス2016年4月23日） 

5) 参加者は「ゲームの目的やルールが変わると人間の行動は大きく変わることがわかった」 (日吉) 「ちょうど自分の中で転機

を迎えていて、ゼニーからエミーへの過渡期」(緑泉寺) 「同じ状態だが、経営方針が違うだけで、売り方や気持ちが全く違

ってきた」(海士町) などと述べている。 

6) 「エミーとゼニーのバランスが大切」(海士町) などバランスを保つことの重要性を指摘する声が多かった。 

7) 利潤最大化ゲームである Zeny セッションでは、参加者は「疑心暗鬼になり、だまし合いになり、流通が止まり」 (日吉) 、

全体で30個完成すべきケーキは「策に溺れているうちに、それぞれのチームが大量の在庫を抱え、ケーキは12個しか完成

せず」 (日吉) に終わった。他方、感謝最大化ゲームである Emmy セッションでは、ケーキ 30 個は全て完成し、参加者は

「多幸感に満たされ」、「やりとりがあるたびに笑顔とありがとうが行き交い」「空間全体が陽のエネルギーに包まれ」(日吉) た。 

8) 「Emmy を目的にすると、商売は早くまとまり、付加価値の追求に時間が使えると感じた。かなりクリエイティブになれ

る」(日吉)。三回のワークショップに共通した二つのセッションの最大の違いは参加者の時間の使い方であり、Emmyセッ

ションでは「利他的な発想をすることで、自由に使える時間が創出」(日吉)との指摘があった。 

9) 「ありがとうをシンプルに共有でき、伝えられないと (ゲームは) 難しい」(緑泉寺) との指摘があった。 

10) 「人がどんなことがうれしいのかわからない」「エミーをどう扱ったらいいかわからない」(緑泉寺) 「Emmyが感情面のお

カネですごくやりにくかった」(海士町)との指摘があった。 

11) 例えば、「エミーのセッションで良かれと思ってやった共同事業が不幸な気持ちになる人を生んだので、自分も不幸な気持

ちになった」(緑泉寺) 。 

12) 商店街の多くの店が「善意がうまく回らず」「最終的に動けなくなってしまった」(緑泉寺)と感じていした。 

13) ケーキ台1店の参加者からは「非常に楽しい」「ゼニーもエミーも同じ」(緑泉寺) などの感想が聞かれている。 

14) ケーキ台2店の参加者は「Emmyが全然違う展開になって」「こわさ」(緑泉寺)を感じた。 

15) ありがとうを言わせようとしたことが顕わになったこと」に「もやもやした気持ちになっ」た (緑泉寺)との指摘があった。 

16) Zeny セッションでは「おカネのために相手を倒すことを考えてもあまり意味をなさない」(海士町)などと醒めたマイペー

ス感が高まった。その一方で、Emmy セッションでは「もうけようと思う時よりも、相手の気持ちに沿ったものを作ると

最初よりもうかっていて驚」き、そして「みんなが笑顔になった」(海士町)。さらに「地域通貨などを利用することによっ

てEmmyがやりやすくなり、地域コミュニティが深くなっていく」(海士町) などの意見も出るようになった。 

17) 「もうけなきゃいけないという思い」(海士町) に強迫されていたケーキ台2店の参加者は、Emmyセッションでは一転し

て「ありがとうを届けたいという目的が楽しく」なり、「私はありがとうが飛び交うマーケットの方がいいので、この島で

それが広がっていけば一番いいと思う」(海士町)との思いに至った。 
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